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１．はじめに 

 

近年，自動車利用抑制や公共交通利用促進に対して自

発的な行動変容を促すコミュニケーション施策であるモ

ビリティ・マネジメントが注目されているが，中でもト

ラベル・フィードバック・プログラム（以下，TFP）は

多くの研究事例から一定の効果が示されている． 

しかし，TFPは個人の交通ダイアリー調査を踏まえ，

個別に情報提供やアドバイス等を行い，更に効果測定の

交通ダイアリー調査を実施するという手順の複雑さを有

している他，調査主体と被験者とのコミュニケーション

を行う必要性があるなど，実施には多大な労力が伴う． 

こうした調査主体と被験者の負担を軽減するため，PC

やGPS携帯電話を用いた調査が行われるようになってき

た1）－6）．調査にPCを用いる場合，フィードバック法や

アドバイス法と連動したシステム構成となっているが，

例えば，染谷ら7）や宮崎ら8）は各被験者に対する適切な

コミュニケーション方法は異なると主張している．個人

ごとに適したコミュニケーション方法・内容については

今後の実証が必要とされる．また，GPS携帯電話を用い

る場合，位置情報を取得し，正確な移動経路を把握する

ことができる反面，被験者はGPS携帯電話を保有する者

か，機器を調達しなければならないなどコスト面の制約

からより一般的な調査への適用は困難だと考えられる． 

一方， 交通ダイアリー調査やGPS行動軌跡は， RP 

（Revealed Preference）データであるため，TFPの効果

を判断するには他の要因による影響を取り除くため，一

定のサンプル数が必要になる． 

以上のことを踏まえ，本研究では，TFPのより一般的

な調査適用，及び調査主体と被験者の負担を軽減するた

め，PCや携帯電話からアクセスするWeb交通ダイアリー

調査システムを構築し，更に交通ダイアリー調査に行動

プロセスに関する意識データを付随取得することで，TF

Pの効果を的確に把握できる調査システムを開発するこ

とを目的とする． 
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２．オンライン調査システムの概要 

 

 本研究では，オンライン調査システムをPHPとSQLで作

成した9）．この理由として，①オープンソースのため，

入手も利用も無料であること，②PHPはインタープリタ

型のスクリプト言語のためコンパイルなどの面倒な作業

をする必要がなく，またデータベースとの親和性が高く，

SQLとの連携は最もよく使われていること，③SQLはWeb

との連携を主眼に開発されており，高速に動作すること

などが挙げられる． 

 また，著者らは，PDAを用いた生活行動調査システム

を開発しており，PDAベースの調査への適用も可能であ

る．このように，HTMLベースでの開発は様々なツールで

の利用を可能にするという利点を持つ． 

 オンライン調査システムを作成するにあたり，SQLに

蓄積されるデータがどの被験者のデータであるのか判別

する必要があった．そのため，ログインページを設け，

各被験者を判別した． 

被験者は，指定のURLにアクセスし，ログインページ

でIDとパスワードを登録する．2回目以降のアクセスで

は，登録したIDとパスワードを入力し，調査用ページへ

移動する仕組みとなっている．このことにより，各被験

者を識別し，パネル間での意識や行動の変化も捉えるこ

とが可能となる． 

 

３．調査概要 

 

 調査は，居住地ベースのTFPへの適用を目的として，

公共交通の利用可能性の高い，山梨県甲斐市のJR竜王駅

周辺住民を対象とした．調査期間は2005年11月～2006年

1月であり，被験者は自動車運転免許を保有している可

能性のある18歳以上の男女を対象とした．被験者は情報

提供を行う「情報提供群」と情報提供を行わない「情報

非提供群」に分割され，情報提供の効果を測定すること

とした． 

調査内容としては，アクティビティダイアリー（以下，

AD）調査及び意識調査を行った．また，AD調査には意識

データとして「移動手段選択理由」を付随取得する（図

－１にはその一連のフローを示す）ことでTFPの効果を 



表－１ 調査概要 

調査期間 Wave1：2005年11月と12月の指定の4日間 
Wave2：2006年1月の指定の4日間 

調査内容 Webベースと紙ベースによる 
AD調査及び意識調査 

調査項目 

＜AD調査項目＞ 
活動開始・終了時刻、 
自宅内･自宅外活動内容、活動施設、 
移動目的、移動手段、移動手段決定者、 
移動手段選択理由 

＜意識調査＞ 
交通と環境に関する意識調査、 
ライフスタイル（価値観）に関する意識調査 

被験者属性 JR竜王駅周辺に居住する18歳以上の男女 

 

的確に把握することとした．表－１には調査概要を示す． 

 図－１のように，移動手段決定者が本人のみに限り，

移動手段選択理由を尋ねた．この理由は，より効率的に

意識と行動変容を測定するためである．つまり，意識変

化ではなく他の外的要因による行動変容と意識変化によ

る行動変容を分離計測するためである．移動手段選択理

由としては，「環境経済性」や「安全性」「快適性」

「利便性」「定時性」「高速性」「いつも利用している

から」「この手段しかなかった」の8つの選択肢を用意

した．情報提供の効果による行動変容の場合，「環境経

済性」や「安全性」が選択されると想定される． 

 調査は，表－１に示すように4日間（平日2日・休日2

日）で行い，PCや携帯電話から調査に参加するWebベー

ス型と従来からの紙ベース型を同時に実施した．また，

Wave1とWave2との間に情報提供群に対して情報提供を行

い，Web調査の方へはE-mailによる情報提供を，紙ベー

ス調査の方へは郵送で紙媒体による情報提供を行った．

情報提供の内容や情報提供群と情報非提供群の分類方法

については丸石ら10）の文献を参照されたい． 

 

４．調査結果 

 

１）調査の方法と回収率 

調査の依頼は2度に分けて行われた．1度目は調査依頼 

 

 

図－１ 意識データ取得のフロー 

を郵便受けに投函する形式で，Webによる調査を依頼し

た．2度目の依頼は，紙による調査とWeb調査の選択可能

にし，訪問形式で行った．それぞれの配布・回収状況は

以下の通りである． 

【１】Web調査の依頼 

配布枚数：220通 

回収枚数：5通（回収率：2.3％） 

【２】紙調査又はWeb調査の依頼 

配布枚数：98通（紙 87通，Web 11通） 

回収枚数：紙 78通（回収率：89.7％） 

     Web 1通（回収率：9.1％） 

このように，紙ベース調査では，調査票を受け取って頂

いた方からの回収率は89.7％と高いのに対して，Web調

査は投函形式で2.3％，訪問形式で9.1％と回収率が低い

結果となった．このようになった結果として，Webを介

した調査は馴染みが薄いことや，後の個別インタビュー

調査から明らかになったことであるが，「インターネッ

トを利用できる環境がない」，「PCや携帯電話の簡単な

操作方法しか知らない」，「個人情報が不安」等の理由

から回収率の低い結果となった． 

 調査媒体毎の被験者の年齢分布を図－２に示す．この

図から，紙ベース調査では，40代以降の参加者が多いの

に対して，Web調査では30～50代で参加者がまとまった

ことがわかる．また，男女比について，紙ベース調査で

は男性31名女性32名で，Web調査では男性3名女性3名と

男女比は調査媒体に依らずほぼ同数であった．このこと

から，今後，調査媒体を適切に変更することで，若年世

代ではWeb調査によって，高齢者世代では紙ベース調査

によってサンプルを効率的に獲得でき，年齢層の偏りを

なくすできる可能性が示唆される． 

 

２）調査媒体別の回答ミスの発生状況 

 ここでは，調査媒体の違いによって被験者の回答に違

いが見られるかを示す． 

まず，回答状況の違いを示す尺度のひとつとして，調査

時に発生する誤回答の発生頻度を示す．図－３及び図－

４は，今回実際に行った調査において記入時の誤回答の

発生回数を示したものである． 
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図－２ 調査媒体毎の年齢分布 
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図－３ 誤回答の発生頻度（意識調査）
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図－４ 誤回答の発生頻度（AD調査） 

 

 図－３では，意識調査の誤回答を示している．未回答

とは全ての調査項目に全く回答しなかったものであり，

未記入は一部欠損している状態，誤回答は記入に誤りが

あったものを指している．図－４はAD調査での誤回答の

発生回数を示している．重複とは自宅外活動と自宅内活

動が同時に発生している状態を指し，矛盾とは移動と前

後の活動が一致しないことを指す． 

 これらの結果を見ると，Web調査では，選択式を多く

採用し，矛盾する回答などのチェックルーチンを導入し

ているため，ほとんど誤回答が発生しない．これに対し

て，紙ベース調査では，ミスを減少させるために，調査

票記入例の同封や，調査票を記入しやすい形式にするな

どの工夫を行い，Wave1～Wave2と同じ形式で調査を行っ

たにもかかわらず，記入ミスの発生率はほとんど変化が

なかった．Web調査においては，当初は誤回答や記入漏

れが発生していたものの，入力データをチェックし，ミ

スのあった被験者に入力ミスを伝える連絡をこちらから

行ったところ，翌日以降，未回答や誤回答などが無くな

った．Web調査では，調査主体からのコミュニケーショ

ンが容易になるため，連続的な調査においては，繰り返

しの入力ミスを防ぐことができ，データコーディングな

どの労力負担の低減や，欠損値等の増大を防ぐことがで

きると考えられる． 

 また，Web調査に参加した被験者の感想として，「手

軽で調査に協力しやすい」「省資源化に有効」といった

感想もあったが，「ややこしくて時間が掛かってしまっ

た．選択形式ではなく，自由形式の方が良いと思う」と

いった感想もあり，今後は被験者の意見を参考にしなが

ら，調査項目に応じた回答形式の検討が必要である． 

４．移動手段・利用時間に関する分析 

 

本章では，Wave1～Wave2での「情報提供群」と「情報

非提供群」の自動車及び公共交通の利用時間の変化を比

較し，また，意識データとして取得した移動手段選択理

由の変化についても比較することで意識と行動との関係

について考察する．図－５には自動車の利用時間が増

加・減少及び調査期間中に利用していない人の人数や割

合を示しており，図－６には公共交通のものを示す．

「情報あり」は情報提供群を指し，「情報なし」は情報

非提供群を示している． 

このグラフから，自動車の利用時間が減少した割合に

関して，情報提供群では50.0％であるのに対して情報非

提供群では36.6％と情報提供群の方が13.3％高い．しか

し，公共交通の利用時間は，変化無しが70％近くを占め

るが，情報提供群においても，利用時間減少の割合が，

利用時間増加よりも高く，全体として減少した． 

利用時間の平均値について見ると，自動車利用時間に

ついてWave1（全体）は146.7分であるのに対してWave2

ではWave2（全体）218.8分で増加傾向にあり，そのうち

情報提供群219.8分，情報非提供群217.8分であった．つ

まり，情報提供の効果がみられた被験者における利用時

間減少幅は大きいということがわかる．また，公共交通

の利用時間について見ると，Wave1（全体）26.6分に対

して，Wave2（全体）39.2分で情報提供群26.4分，情報

非提供群53.3分と情報非提供群の方が増加傾向にあるよ

うに見えるが，ある1人の被験者の業務目的による長時 
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図－５ 自動車利用時間の変化 
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図－６ 公共交通利用時間の変化 
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図－７ 情報提供群の移動手段選択理由の変化 
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図－８ 情報非提供群の移動手段選択理由の変化 

 
間の利用の影響を受けているだけで，概ねWave1と変化

がなかった． 

 次に，移動手段選択理由の変化について比較する．図

－７には情報提供群の移動手段選択理由の変化を示し，

図－８には情報非提供群の移動手段選択理由の変化を示

す．これは，Wave1～Wave2で個人ごとに選択回数の変化

を調べ，「回数増」「変化無し・未回答」「回数減」の

3分類し，シェアを出したものである．このグラフから，

図－８の情報非提供群では，Wave1～Wave2間で移動手段

選択理由が変化無し・未回答の割合が高いのに対して，

図－７の情報提供群では，変化無し・未回答又は回答増

の割合が多くなっていることから，情報提供が何らか意

識に影響を与えたといえよう．また，図－８と比較し，

「利便性」「他に手段がなかった」と回答する人は減り，

その分「環境経済性」「安全性」「快適性」といった回

答が若干増加した．しかし，「環境経済性」についても

回答が減っているため，今回の調査や分析では不十分で

あり，意識変化とそれに伴う行動変化との因果関係を実

証するためには，更なる研究が必要である． 
 
５．まとめ 
 
 本研究では，効率的な居住地ベースのTFPを目的とし

て，被験者の負担を軽減するため，PCや携帯電話からア

クセスするオンライン調査システムを構築し，更にダイ

アリー調査に行動プロセスに関する意識データを付随取

得する調査を実施した．その結果，Web調査は紙ベース

調査と比較し回収率は低いが，若年世代の回収が見込め

ることや，CAI調査であるため，回答の矛盾や未回答等

を防ぐことができるなど利点があることから，今後，被

験者層を絞り込まないTFPの実施については，Webと紙ベ

ース調査の両方を取り込むことで，より効率的に被験者

を獲得できる可能性が示唆された． 
 また，自動車や公共交通の利用時間変化について見る

と，情報提供群では自動車の利用時間が減少し，公共交

通の利用時間が増加する人数が若干増えた．それに伴い

移動手段選択理由ではWave1での回答状況と変化するな

ど情報提供が意識に影響を与えている可能性が示唆され

た．しかし，「環境経済性」「安全性」といった回答率

は若干増加したのみで，意図した通りの影響は観測され

ず，情報提供と意識変化，行動変化の関係を「的確」に

把握するためには，情報提供とそれに対応した調査項目

の検討が必要である． 
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